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研究成果の概要： 

地域支援事業で作業療法士が初期評価に用いている評価ツールについて，作業療法士が
回答した 41 通を分析した結果，その 90％が作業療法初期評価を行っていると回答を得た．
大多数が，身体機能，ADL(Activities of Daily Living)，認知機能に焦点を当てて，構成的
評価を行っているとした．趣味と興味，生活歴，役割を評価項目に回答する施設は多かっ
たが，それらに対する作業療法の専門性を反映した評価ツールが回答されなかった．高頻
度の利用が示された身体機能，ADL，認知機能の構成的評価に加え，クライエント個人の
興味，人生の軌跡，役割について作業療法の専門性を反映した評価ツールの使用が必要で
あると思われる．  
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１．研究の背景 

 予防重視型システムの構築と介護予防の
推進を打ち出した介護保険法の影響は作業
療法にも及んでいる 1),2)．改正された介護保
険法の下で実施される事業のうち，特に新予
防給付と地域支援事業で構成される介護予
防施策について，作業療法士の業務の関連か
ら，注目する必要がある 3),4)．この介護予防
施策のうち地域支援事業に関する調査では，
作業療法士がかかわっている 9事業所のうち，
評価のみ実施しているのは 3 事業所，評価と
訓練を行っているのは 3 事業所であった 5)． 

作業療法において評価は欠かせないもの
であり 6)，介護保険でも評価は重要である 7),8)．
つまり，この領域の作業療法士たちにとって，
的確な評価を実施することそれ自体が，非常
に重要な仕事となると考えられる．「作業療
法白書 2005」3)では，作業療法が各種対応や
運動の実施，手段的日常生活活動の能力向上，
社会資源の活用や好評機関の利用への介入
が必要であることから，それらについて必要
な知識の習得が喚起されている．しかし奨励
される初期評価ツールに関する指針は示さ

れていない． 

 

２．研究の目的 

 地域支援事業に携わる作業療法士が初期
評価に使用する評価ツールの現状を調査し，
それらの作業療法士にどのような評価ツー
ルの情報を提供していけばよいかを検討す
るための基礎資料とすることを狙った． 

 

３．研究の方法 

 地域支援事業が，すべての高齢者を対象と
し，そうした高齢者が要支援・要介護になる
前から介護予防を推進し，地域で自立した生
活を継続できるように市区町村が実施する
ものである 9),10)．そのため，市区町村が運営
を司る895の公的機関に所属すると考えられ
る作業療法士を，平成 17 年度版会員名簿よ
り抽出し，無記名による郵送留め置き方法で
回答を聴取した．宛名を作業療法室御中とし
て 1 施設 1 通を送付し，地域支援事業に従事
する作業療法士に回答を求めた．配布時期を
平成 19 年 6 月 1 日とし，回収締め切りを同
年 7 月 31 日消印有効とした．締め切り後の
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催促を行わなかった． 
 質問紙に記載した初期評価の項目につい
ては，「作業療法白書 2005」3)の「老年期障
害保健・福祉・介護領域作業療法の評価」で
上位に挙げられているものを参考に作成し
た．統合した例は以下のとおりであった．関
節可動域，筋力，筋緊張等を「各種身体機能」
に，起居移動と身辺処理能力を「各種
ADL(Activities of Daily Living)」に，認知機
能と知的精神的能力を「各種認知機能」に，
コミュニケーションと対人関係技能を「対人
関係技能」に，生活環境と住居を「生活環境」
とした．白書の記載をそのまま用いたのは，
「趣味・興味」，「生活歴」，「生活時間」，「役
割」，「家族構成・関係」，「職業歴・学歴」，「作
業遂行能力」，「集団参加技能」，「代償手段の
適応」であった．なお，改正された介護保険
法の施行から配布開始まで 1年余りしか経過
しておらず，また，地域支援事業に携わる作
業療法士向けマニュアルが刊行されていな
かったため，回答者に自由な記載を求める方
が実態を把握できると考え，初期評価で使用
している具体的ツールの列挙を自由記載で
求めた．1 施設 1 通送付したため，集計結果
を施設数で表記した． 

 
４．研究成果 
 回収された 403 施設（回収率 45.0％）のう
ち、地域支援事業に携わる作業療法士が回答
した 41 施設（10.2％）が分析対象となった．
そのうち 36 施設（87.8％）が作業療法の初
期評価を実施していた．実施していない
（12.2％）理由は「単発のかかわりのため」
であった． 

 初期評価項目については，36 施設のうちの
半数が回答したのは次の通りであった．各種
身体機能（91.7％），各種 ADL（75％），各
種認知機能（61.1％），趣味・興味（55.6％），
家族構成・関係（50％）であった．半数以下
の施設が回答した項目は以下の通りであっ
た．生活歴，役割（いずれも 41.7％），生活
環境（38.9％），生活時間（27.8％），職業歴・
学歴（25％），作業遂行能力，対人関係技能，
集団参加技能（19.4％），代償手段の適応
（8.3％）であった． 

 初期評価に使用しているとして自由記載
された具体的ツールについて，上記の初期評
価項目との関連を見たところ次の通りであ
った．各種身体機能に当てはまるものは，握
力，開眼片足立ち時間，5 メートル歩行（い
ずれも 83.3％），簡易上肢機能検査(Simple 

Test for Evaluation hand Function: STEF)

（38.9％），脳卒中上肢機能検査 (Manual 

Function Test: MFT)，Timed Up and Go 

test (TUG)，機能的リーチ（いずれも 13.9％），
最大 1 歩幅，つぎ足歩行，反射（いずれも
11.1％），厚生労働省推薦の体力評価（5.6％）

であった． 

 各種 ADL に当てはまるものは，「できるこ
ととできないことを区別して表記する」，
Barthel Index (BI), Functional 

Independence Measure (FIM)( いずれも
80.6％)，Instrumental ADL(30.6%)であった．
各種認知機能に当てはまるものは，改訂長谷
川式簡易知能評価スケール (Hasegawa 

Dementia Scale revised: HDS-R) ，
Mini-Mental State Examination (MMSE) 
(いずれも 77.8％)，かな拾いテスト（69.4％），
コース立方体（50％），タッチパネル式認知
機能評価，ツングうつ自己評価尺度，N 式老
年者用精神状態尺度，PGC モラールスケール
（2.8％）であった． 

 趣味・興味，家族構成・関係，生活歴，役
割，生活環境，生活時間，職業歴・学歴，作
業遂行能力，対人関係技能，集団参加技能，
代償手段の適応については，その具体的ツー
ルの記載がなかった．特定の項目に対応しな
いものとして以下が回答された．国が指定す
る介護予防記録用紙や介護認定調査項目
（11.1％），東京都衛生局健康促進部成人保険
課によるチェック表（8.3％），独自に要旨を
作成する方法，個別に必要な情報を白紙に記
載する方法（いずれの 2.8％）が回答された．
具体的ツールを挙げなかった 7 施設（19.4％）
は，「作業療法の視点を生かせるものがない」
と記していた． 

 初期評価項目のうち，各種身体機能，各種
ADL，各種認知機能の具体的ツールとして列
挙されたものは，統計学的に検証された手続
きに従うことで，方法論上バイアスを制御す
ることが可能な構成的評価 11)であった．構成
的評価のうち，握力，開眼片足立ち時間，歩
行速度は，介護予防法の体力面の判断基準と
して用いられるものであることから，作業療
法士が被評価者を，要支援や要介護状態にな
るリスクが高いかどうかをスクリーニング
する 9),10)目的で使用していると考えられた． 

握力，開眼片足立ち時間，歩行速度，機能
的リーチは，文部科学省によって測定を推薦
され，標準化された体力測定 12),13)である．そ
のため，国民平均値との比較ができるという
利点から，第 1 次予防への貢献が期待される
作業療法士 14)の多くが用いていく可能性が
ある．したがってこうした体力測定を実施す
る施設数の推移を追うことで，作業療法の 1

次予防への貢献を知ることのできる情報に
成り得ると思われた． 

 STE，MFT，反射，HDS-R，MMSE は，
作業療法士が医療機関で中枢神経系疾患に
用いてきた 15)評価ツールである．このような
評価ツールを用いている施設は，地域支援事
業利用者に中枢神経系疾患の既往歴のある
高齢者に関わっていることが推察された． 

 初期評価項目では回答された一方で，具体



的ツールが示されなかったのは，趣味・興味，
生活歴・学歴は，国際生活機能分類では個人
因子 16)とされる．これらの個人因子を理解す
るための構成的評価ツールが作業療法士に
よって開発されている 17)~19)．しかし，本調
査では具体的ツールに，作業療法士が開発し
たものが回答されず，「作業療法士の視点を
生かせるものがない」との自由記載を得た．
この点に注目する必要があると思われる． 

もともと作業療法士は，個々人の興味や日
常生活の中での習慣化などを手段とした健
康維持への働きかけに大きく貢献できる可
能性を持ち 20)，人々が地域の環境に適応して
暮らすための支援へとサービスを拡大する
ことに作業療法の専門性の発展を見出して
きた 21)．地域支援事業に携わる作業療法士た
ちが，その専門性による効果を示すことがで
きるように，作業療法の専門性を反映した評
価ツールの情報を適切に提供していくこと
が求められていると考える． 
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